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要旨 
  1999 年 11 月から 2017 年 3 月にかけて、留学生相談室が関与した住居関連の事案が
264 件発生し、275 人の留学生がこれらの事案に関わった。264 件の事案のうち、129 件が
民間住宅に関わる事案、128 件が大学宿舎に関わる事案、7 件がその他（公営住宅、他大学
宿舎）に関わる事案であった。民間住宅に関わる事案で最も多かったのは、家主・不動産
屋とのトラブル 44 件である。44 件中、明らかに留学生側に問題があった事案は 23 件、家
主・不動産屋側に非があった事案は 10 件で、残りの 11 件はコミュニケーション不足によ
る誤解が招いたトラブルである。大学宿舎に関わる事案で最も多かったのは、環境・設備・
備品への苦情 31 件であるが、近年の改修工事により宿舎の住環境が大幅に改善された。 
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１．はじめに 
 本稿では、1999 年 11 月から 2017 年 3 月にかけて、岡山大学留学生相談室に持ち込まれ
た住居関連領域事案について相談記録ノートを整理分析し、その実態を明らかにする。岡
（2017）で述べたとおり、留学生相談指導の内容は年度によってかなりの凹凸があるもの
の、①交流・支援領域、②勉学関連領域、③生活関連領域、④その他に分類することがで
き、本学の場合、①交流・支援領域が 4～5 割、②勉学関連領域が 1～2 割、③生活関連領
域が 2～3 割、④その他が 1 割強を占める。 
 生活関連領域は、さらに健康・住居・交通・経済的問題・アルバイト・入管・事件など
に下位分類することができる。交通関連領域に関しては、藤本・宇塚・岡（2017）でその
実態を明らかにした。本稿では、留学生相談室に持ち込まれた住居関連領域事案を整理分
析することによって、岡山大学に在籍する留学生が直面した住居にかかわる諸問題の実態
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を明らかにしたい。 
 岡山大学の留学生用の宿舎は、永らく桑の木留学生宿舎のみであったが、2010 年以降、
福居留学生宿舎、国際交流会館、国際学生シェアハウスが相次いで新設され、入居定員が
増加すると同時に一部の宿舎では日本人学生との混住化が実現した。また、2012 年度末に
は、建築時期が最も古く、住環境に問題のあった桑の木留学生宿舎北棟の改修工事が完了
し、設備面での問題がほぼ解消した。 
 本稿の分析対象期間内で見ると、留学生宿舎に入居できる留学生は在籍者の 2 割台から
4 割程度に当たる単身者である。従って、家族同伴者を含む過半数の留学生は民間アパー
トに住んでいる。本稿では、留学生が遭遇した宿舎及び民間アパート等に関わる様々な事
案について、分析を試みる。 
 
２．先行研究と本研究の意義 
2.1 先行研究 
 留学生の住居関連領域に関わる先行研究は次のとおりである。 
 鈴木（2010）は、アジア圏の社会的経済的基盤の変化に伴い留学生の住宅需要の質的変
化が見られるにもかかわらず、日本の国立大学では相変わらず経済支援偏重、数値目標重
視の住宅政策が取られていると指摘し、これからの国立大学は社会の変化や住宅需要の多
様性に柔軟に対応できるような新しい住宅支援策を模索する必要があると述べている。 
 鈴木・河合（2012）は、関西圏の国立大学に在籍する留学生を対象とした住環境実態調
査の結果に基づき、留学生と日本人学生の生活意識の差が年々小さくなっており、留学生
の住環境面において日本人学生と分けて考える必要はほぼなくなっていて、留学生が清潔
感や快適性といった住環境を求めている点を明らかにした。 
 近藤・田中（2013）は、国公私立 7 大学への聞き取り調査を実施し、混住を通した交流
促進、PFI の活用事例とその他の民間活力導入（１）、民間宿舎への入居の工夫を軸として、
調査結果を整理し、日本人学生の国際性の涵養を目的とした「混住寮」運営方針が顕著に
なっている点に言及している。 
 正宗（2015a，2015b）は、麗澤大学国際寮（1 ユニット＝6 つの個室、日本人学生と留学
生が同数入居）で 1 年を過ごした留学生に対して調査を実施し、国際寮には社会教育的機
能があることを明らかにした。正宗（2015a）の内容をコンパクトにまとめたものが正宗
（2015b）であり、日本人学生と生活することで、留学生は①新しい寮環境を自分の居場所
としていく力が身につく、②仲間と協力して自分たちで共同体を作る力が身につく、③異
文化理解力、異文化適応力が身につく、④日本語を運用する力が身につく、⑤大学で学ん
だことを仲間と共有しながら学びを深める力が身につく、と述べている。 
 吉田（2015）は、米国、韓国、日本国内の寮の事例を踏まえた上で、「教育寮としての混
住寮」を提唱している。居住のみを目的とした寮に「教育寮」としての機能を考える場合
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には、従来の①居住者、②設備・空間、③管理・運営、④運営組織・スタッフの観点に加
えて、⑤交流、⑥寮内の教育、⑦学内との連携、⑧学外との連携という 8 つの観点が必要
であり、教育的介入や体系化したシステムが不可欠であると論じている。 
 内海（2015）は、50 年の歴史を有する「京都国際学生の家」の設立理念と運営の仕組み
について語っている。全国的に留学生と日本人学生の混住が脚光を浴びるようになったの
は、ここ 10 年あまりのことであり、50 年前に「国際的な人間教育の場」としての京都国
際学生の家が設立された事実は賞賛に値する。 
 志村（2016）は、金沢大学のシェアハウス型混住寮（1 ユニット＝留学生 6 人＋日本人
学生 2 人）に関する報告である。留学生との交流のレベルは、①授業・研究室、②学内の
交流団体・サークル、③地域の交流団体・イベント等、④寮・住居に分けられる。混住寮
は日常生活の中で日本人学生と留学生の双方の国際化を目指すものであり、日本人学生は
RA（レジデント・アシスタント）という位置づけになっている。 
  山川（2016）は、短期留学生に焦点を当て、ソーシャル・ネットワーク形成という切
り口から大学寮の活用について論じ、さらに日本語教育の観点から大学寮を教育的資源と
してより効果的に活用するための提言を行っている。すなわち、入寮前のマッチングの重
要性及び卒寮後のソーシャル・ネットワークの維持・拡大の必要性である。 
吉田・田中・飯田（2016）は、混住寮に関する研究は日本人学生と留学生の人間関係構
築に焦点を当てた研究が中心で、混住寮の学びや教育的意義に焦点を当てた研究は少ない
と述べ、先進的な混住寮を有する大学における事例を調査し、「居室と共有部分の空間構
成」と「RA などを活用した運営上の工夫」の 2 つの観点から混住寮の特徴を明らかにして
いる。 
 このほかに、民間宿舎の現状について述べた姜・荻野・笠（2016）、慶應義塾大学の留学
生寮の状況について報告した友岡（2016）がある。また、2000 年代前半の先行研究には、
広島地区の全留学生を対象とした調査結果を報告した玉岡（2004）、東北大学の留学生宿舎
政策を論じた藤咲（2004）、拓殖大学の留学生宿舎の現状と課題について述べた山口（2004）
がある。 
 
2.2 本研究の意義 
 留学生の住居関連領域に関する先行研究はさほど多くないが、国立大学における住宅支
援のあり方を変えるべきであるという意見から、日本人学生と留学生の混住寮を両者の国
際化・異文化理解のための教育的資源として活用すべきであるという提言まで存在するこ
とが分かった。 
しかし、留学生の住居関連領域において、具体的にどのような居住環境の下で、どのよ
うな問題がどのような割合で発生しているのか、といった視点からの先行研究は皆無であ
ることも明らかになった。本稿では、過去 17 年 5 か月の間に大学宿舎或いは民間住宅等に
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関連して発生した事案で、且つ、留学生相談室が関与した事案について、整理分析する。
本稿の切り口は他に類例を見ないものであり、住居関連領域において留学生が実際に直面
した問題を網羅的に取り上げ、考察を加えている点に本稿の特色と意義がある。 
 住居関連領域事案は、本稿分析対象期間内に 264 件発生し、275 人の留学生が関わった。
騒音トラブルなど複数の留学生が関与した事案が存在するため、関係した留学生数は事案
数より多い。これら 264 件の事案、275 人の留学生に対して、留学生相談室は延べ 806 回
の対応を行った。264 事案の内訳は、アパート等の民間住宅に関わる事案が 129 件、本学
の留学生宿舎に関わる事案が 128 件、その他の事案が 7 件である。これらの事案を詳細に
分析することによって、本研究が今後の留学生の住居問題を考えるための、或いは住居関
連領域の問題発生を予防するための貴重な参考資料となることを期待する。 
 
３．岡山大学の留学生用宿舎 
 本学の留学生宿舎事情に関する基礎知識があれば、住居領域問題を理解する上で役立つ
と考える。すなわち、本稿分析対象期間内で見ると、次のとおりである。1999 年 11 月現
在では、留学生宿舎は下の 1)のみであった。 
1)岡山大学外国人留学生・研究員宿泊施設 
  ①北棟：留学生単身用 44 室、研究者単身用 6 室 
  ②南棟：留学生単身用 88 室、研究者単身用 12 室 
   留学生用 合計 132 室  研究者用 合計 18 室 
 2011 年 4 月、国際交流会館竣工に伴い、150 室全室を留学生単身用とし、名称を岡山大
学桑の木留学生宿舎に変更した。2012 年度後半には北棟の耐震構造改修工事が行われた。
2014 年 10 月には、桑の木留学生宿舎北棟・南棟の各フロアに 1 人ずつ、合計 8 人の日本
人学生のレジデントアシスタント（RA）が配置され、留学生の入居定員は 142 人となった。 
 2)岡山大学福居留学生宿舎 2010 年 4 月入居開始 
   留学生単身用 21 室 
 3)岡山大学国際交流会館 2011 年 4 月入居開始 
   研究者用 （夫婦用 14 室、長期単身用 3 室、短期単身用 30 室）合計 47 室 
   留学生単身用 18 室 
 ただし、留学生在籍者数急増に対処するため、2017 年 10 月に研究者用夫婦部屋 8 室を
留学生用（2 人相部屋）に転用することになった。 
 4)国際学生シェアハウス 2016 年 4 月入居開始 
   単身用 30 ユニット 120 人収容（留学生 90 人、日本人学生 30 人） 
      1 ユニット＝留学生 3 人＋日本人学生 1 人 
 従って、本稿分析対象期間内の宿舎の留学生収容定員の変遷は次のとおりである。 
 ①1999 年 11 月～2010 年 3 月：132 人 
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 ②2010 年 4 月～2011 年 3 月：153 人 
 ③2011 年 4 月～2014 年 9 月：189 人 
ただし、改修工事期間中の 2012 年 10 月～2013 年 3 月：139 人 
 ④2014 年 10 月～2016 年 3 月：181 人 
 ⑤2016 年 4 月～2017 年 9 月：271 人 
 ⑥2017 年 10 月～現在に至る：287 人 
 留学生在籍者に占める留学生宿舎入居者定員は、1999 年度現在では 37.1％であったが、
在籍者数の増加に伴い漸減し、2009 年度には 21.1％にまで低下した。2010 年度に教職員
独身寮を改装した福居留学生宿舎が完成し、且つ、翌 2010 年度末には国際交流会館が竣工
した。他方、2009 年度をピークに 2014 年度前期まで 4 年半連続して留学生在籍者数が減
少した。このため、留学生宿舎入居定員比率は、2010 年度 26.7％、2011 年度 37.1％に増
加し、留学生在籍者数が底を打った 2014 年度には 41.0％となった。その後在籍者数は増
加に転じたが、2016 年度には国際学生シェアハウスが完成したため、留学生宿舎の定員が
一挙に 90 人も増加し 271 人収容可能となり、同年 5 月 1 日現在の在籍者 602 人の 45.0％
をカバーできるまでになった。 
 本学の 4 つの留学生宿舎は、留学生のみ（福居留学生宿舎）、留学生及び外国人研究員（国
際交流会館）、留学生及び各フロア 1 人の日本人学生レジデントアシスタント（桑の木留学
生宿舎）、留学生と日本人学生の混住（国際学生シェアハウス）と 4 つの異なるタイプの宿
舎である。 
 
 
図１ 年度別留学生在籍者数（各年 5 月 1 日現在）及び留学生宿舎定員 
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 年度別の事案数と述べ対応回数を図 2 に示した。事案総数 264 件であり、1999 年度を 0.5
年とカウントすると、年度平均事案数は 15.1 件である。延べ対応回数は 806 回であり、年
度平均は 46.1 回である。事案数 30 件、延べ対応回数 91 回で、共に 2006 年度が最も多い。
1999 年度を除くと、事案数が最も少ないのは 2014 年度の 8 件、延べ対応回数が最も少な
いのは 2004 年度及び 2007 年度の 21 回である。 
 
 
図２ 年度別住居関連事案数及び延べ対応回数 
 
4.2 事案 264 件に関与した留学生 275 人の特徴 
4.2.1 性別 
 264 件の事案に関与した 275 人の留学生の性別は、男性 143 人、女性 131 人、不明 1 人
であり、男性がやや多い。 
 
4.2.2 年齢 
 年齢階層別に見ると、図 3 に示したとおり、20 代前半が 97 人で最も多く、次いで 20 代
後半が 88 人であり、20 代が 185 人で全体の 67.3％を占める。30 代は 77 人で 28.0％を占
める。年齢不明の 8 人を除く 267 人の平均年齢は 27.1 歳である。 
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       図３ 年齢（N=275） 
4.2.3 専攻分野 
 275 人の専攻分野は、理系 118 人、文系 115 人、生命系 41 人、不明 1 人であり、在籍比
率を考慮すると、文系が多いのが特徴である。 
 
 
図４ 専攻分野（N=275） 
 
4.2.4 在籍身分 
 在籍身分別に見ると、図 5 で示したとおり、大学院正規生 98 人（博士 59 人、修士 39
人）が 35.6％を占め最も多い。次いで日本語研修生が 50 人（18.2％）、研究生が 40 人
（14.5％）、学部正規生が 40 人（14.5％）、学部レベルの特別聴講学生が 34 人（12.4％）
と続く。学部レベルの特別聴講学生 34 人中 21 人が EPOK 学生であり（２）、残りの 13 人は
学部間交流協定や CAMPUS アジアなどの様々なプログラムで在籍する者である。その他の
11 人の内訳は大学院レベルの特別聴講学生 5 人、日研生 4 人、日韓予備教育学生 2 人であ
る。 
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 図５ 在籍身分（N=275） 
4.2.5 経費身分 
 経費身分で見ると、私費 147 人、国費 120 人、外国政府派遣 7 人、不明 1 人であり、在
籍比率を考慮すると、国費が非常に多い。 
 
4.2.6 出身国 
 表 1 に示したとおり、275 人の出身国は 50 か国に跨がっている。上位 5 か国は、①中国
110 人、②韓国 18 人、③バングラデシュ 14 人、④エジプト 13 人、⑤米国 10 人であり、
中国が圧倒的に多い。アジアが 192 人で全体の 69.8％を占める。 
 
表１ 出身国 
⼤学院正規⽣, 98
⽇本語研修⽣, 50
研究⽣, 40
学部正規⽣, 40
学部特別聴講⽣, 
34
その他, 11 不明, 2
中国 110 エジプト 13 ⽶国 10 
韓国 18 エチオピア 1 エルサルバル  1 
アフガニスタン 2 ケニア 1 カナダﾞ 1 
イエメン 1 コートジボワール 1 コスタリカ 3 
イラン 2 コンゴﾞ 1 パナマ 2 
インドﾞ 2 ジンバブエ 1 メキシコ 2 
インドネシア 5 セネガル 1 北⽶ ⼩計 19 
スリランカ 2 チュニジア 1 チリ 3 
タイ 3 ナイジェリア 1 パラグアイ 2 
トルコ 5 モーリタニア 2 ブラジル 5 
パキスタン 1 アフリカ ⼩計 23 ペルー 2 
バングラデシュ 14 英国 2 ボリビア 1 
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 4.3 第一報の送り手 
 275 人について、第一報の送り手に着目すると、本人が 140 人で最も多く、全体の 50.9％
を占める。次いで、宿舎の管理及び大学が連帯保証人となっている民間アパート等の事務
処理を所管するグローバル・パートナーズ事務職員が 77 人（28.0％）で多い（３）。3 番目 
に多いのが日本語教員の 19 人である（４）。4 番目はグローバル・パートナーズ留学生受入
担当教員の 17 人であり、そのうちの 7 人が EPOK コーディネーター教員である。当該部局
教員 9 人のうち 8 人が指導教員で、残りの 1 人が留学生担当教員（旧留学生専門教育教員）
である。その他の 6 人の内訳は、留学生相談室に所属する留学生支援ボランティア・WAWA
のスタッフ 2 人、岡大生協職員 1 人、不動産会社などの学外者 3 人である。 
 
 
注）GP＝グローバル・パートナーズ。前身の留学生課、留学生センター、国際課、国際センターを含む。 
図６ 第一報の送り手（N=275） 
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マレーシア 6 セルビア 5 トンガﾞ 1 
ミャンマー 7 フィンランドﾞ 1 オセアニア ⼩計 6 
モンゴル 1 フランス 4 不明 2 
ヨルダン 3 ポーランドﾞ 1 合 計 275 
ラオス 2 ロシア 2   
アジア ⼩計 192 ヨーロッパ ⼩計 20   
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 本人以外から第一報の情報提供があった135人のうち41人については留学生と面談を実
施したが、94 人については情報提供者への対応に止めた。この 41 人及び第一報をもたら
した 140 人の留学生の合計 181 人との面談で使用した言語は、日本語 90 人（49.7％）、英
語 78 人（43.1％）、中国語 13 人（7.2％）である。 
 
   
   図７ 面談で使用した言語（N=181） 
4.5 事案ベースで見た相談内容の特徴 
 264 件の事案は、①アパート等の民間住宅に関わる事案が 129 件、②本学の留学生宿舎
に関わる事案が 128 件、③その他の事案が 7 件である。③その他は、公営住宅関連 4 件と
他大学の宿舎関連 3 件に下位分類できる。ここでは、主として、①と②について、その事
案内容の特徴を整理分析してみることにする。 
 
4.5.1 民間住宅に関わる事案の特徴 
 129 件の事案の内容を整理してみると、①家主・不動産屋とのトラブル 44 件、②住宅関
連情報問い合わせ 27 件、③連帯保証人問題 23 件、④事件・事故 16 件、⑤隣人とのトラブ
ル 13 件、⑥その他 6 件である。 
 家主・不動産屋・不動産管理会社とのトラブルが 44 件は、トラブル発生時期によって 3
タイプに下位分類できる。タイプ 1 の契約・入居時のトラブル 8 件には、悪徳不動産業者
から口頭で受けた説明と異なる条件で契約させられた（2 件）、日本語で意思疎通ができな
いためのトラブル（2 件）、アパートの共用部分が汚いので解約したい（1 件）、ベッドに蚤
がいる（1 件）、契約し荷物を搬入した直後に安い物件が見つかり、解約したい（1 件）、契
約したのに入居しない（1 件）があった。タイプ 2 の入居中のトラブル 23 件は、家賃滞納
（16 件）が非常に多く、そのうちの 2 件は行方不明となり、1 件は帰国していた。光熱・
水道費の支払い額をめぐるトラブル（4 件）、契約更新をしないまま入居を続ける（1 件），
その他（2 件）であった。タイプ 3 の退去時のトラブル 13 件には、敷金を返してもらえな
い（3 件）、高額な原状回復費を要求された（2 件）、退去月の家賃の日割りを求めて家主と
トラブル（2 件）、家主と連絡が取れず解約手続きができない（2 件）、解約手続きせずに帰
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 本人以外から第一報の情報提供があった135人のうち41人については留学生と面談を実
施したが、94 人については情報提供者への対応に止めた。この 41 人及び第一報をもたら
した 140 人の留学生の合計 81 人との面談 使用した言語は、日本語 90 人（49.7％）、英
語 78 人（43.1％）、中国語 13 人（7.2％）である。 
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4.5 事案ベースで見た相談内容 特徴 
 264 件の事案は、①アパート等 民間住宅に関わ 事案が 129 件 ②本学の留学生宿舎
に関わる事案が 128 、③その他の事案が 7 件 ある。③その他は、公営住宅関連 4 件と
他大学 宿舎関連 3 件に下位分類できる。ここでは、主として、①と②について、その事
案内容の特徴を整理分析してみることにする。 
 
4.5.1 民間住宅に関わる事案の特徴 
 129 件の事案の内容を整理してみると、①家主・不動産屋とのトラブル 44 件、②住宅関
連情報問い合わせ 27 、③連帯保証人問題 23 件、④事件・事故 16 件、⑤隣人とのトラブ
ル 13 件、⑥その他 6 件である。 
 家主・不動産屋・不動産管理会社とのトラブルが 44 件は、トラブル発生時期によって 3
タイプに下位分類できる。タイプ 1 の ・入居時のトラブル 8 件には、悪徳不動産業者
から口頭で受けた説明と異なる条件で契約させられた（2 件）、日本語で意思疎通ができな
いためのトラブル（2 件）、アパートの共用部分が汚いので解約したい（1 件）、ベッドに蚤
がいる（1 件）、契約し荷物を搬入した直後に安い物件が見つかり、解約したい（1 件）、契
約したのに入居しない（1 件）があった。タイプ 2 の入居中のトラブル 23 件は、家賃滞納
（16 件）が非常に多く、そのうちの 2 件は行方不明となり、1 件は帰国していた。光熱・
水道費の支払い額をめぐるトラブル（4 件）、契約更新をしないまま入居 続ける（1 件），
その他（2 件）であった。タイプ 3 の退去時のトラブル 13 件には、敷金を返してもらえな
い（3 件）、高額な原状回復費を要求された（2 件）、退去月の家賃の日割りを求めて家主と
トラブル（2 件）、家主と連絡が取れず解約手続きができない（2 件）、解約手続きせずに帰
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国（1 件）、汚したまま退去（1 件）、荷物を置いたまま退去（1 件）、解約時に家主を脅迫
して警察沙汰（1 件）があった。家主・不動産屋とのトラブル 44 件中、明らかに留学生側
に問題があった事案は、家賃滞納の 16 件を含む 23 件であり、家主・不動産屋側に非があ
った事案は 10 件であった。それ以外では、日本語や日本の商習慣がわからないために誤解
が生じたケースが目に付いた。 
 住宅関連情報問い合わせは 27 件で、アパートを探したいが安い物件はないか、探すのを
手伝って欲しいといった内容であり、特に大きな問題はなかった。 
 連帯保証人問題 23 件は、全てが大学に連帯保証人を求めるものであった。宿舎で違反行
為があり強制退去処分になったケースでは、大学は保証人になれないため、保証人会社に
有料で依頼するようにアドバイスした。 
 事件・事故 16 件の内訳は、アパートに不審者が現れる（8 件）、アパート火災で焼け出
された（2 件）、水漏れを起こし下の階の部屋に被害がでた（2 件）、室外機から出火した（1
件）、ビザ更新を怠り不法滞在で強制送還された（1 件）、強盗に入られ現金などを奪われ
た（1 件）、来日時の民泊で危険な目に遭いそうになった（1 件）である。 
 隣人とのトラブル 13 件の内訳は、アパート隣人による騒音被害（10 件）、ルームメイト
との人間関係（2 件）、隣室住人との人間関係（1 件）である。 
 その他の 6 件は、入居日までの数日間住むところがない（1 件）、関東地方へ引っ越して
通学する（1 件）、アパートが古くて寒い（1 件）、隣人の女性（本学留学生）が毎回違う男
性を連れ込むので、同国人として恥ずかしい（1 件）、引っ越すので安い運送屋を紹介して
欲しい（1 件）、建築資材にアスベストが使用されている（1 件）である。 
 
 
     図８ 民間住宅に関わる事案（N=129） 
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中国語, 13
英語, 78
⽇本語, 90
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 128 事案が発生した。その内容は、①環境・設備・備品への苦情 31 件、人間関係トラブ
ル 23 件、事件・事故 23 件、入居申し込み 20 件、支払いトラブル 13 件、違反行為 12 件、
その他 6 件である。 
 設備・備品への苦情 31 件の内訳は、室内でインターネットを使用したい（8 件）、室内
が汚い（7 件）、室内及び室外の備品が壊れている（4 件）、大量のゴキブリがいる（2 件）、
共用のパソコンを置いて欲しい（2 件）、卓球台が古い（2 件）、北棟は設備が悪くていやだ
（2 件）、体調が悪いので下の階へ移りたい（1 件）、北棟共同炊事室が混む（1 件）、カエ
ルの鳴き声がうるさい（1 件）、部外者立ち入り夜 10 時までは早すぎる（1 件）である。 
 人間関係トラブル 23 件の内訳は、騒音トラブル（16 件）、共有スペース利用マナーが悪
い（6 件）、ケンカ（1 件）であり、騒音トラブルが非常に多い。  
 事件・事故 23 件の内訳は、不審者のつきまとい（5 件）、器物損壊（5 件）、小火（4 件）、
盗難被害（3 件）、自殺未遂（2 件）、全裸でベランダに出る（1 件）、備え付け冷蔵庫を売
却（1 件）、不法残留者をかくまい警察に逮捕（1 件）、セクハラ被害（1 件）である。 
入居申し込み 20 件は、様々な理由での入居申し込みと入居期間延長希望であるが、特
に問題はない。 
 支払いトラブル 13 件の内訳は、宿舎費滞納（5 件）、ガス料金が高い（4 件）、水道料金
が高い（2 件）、入居月の宿舎費（1 件）、請求用紙の誤り（1 件）である。宿舎費滞納の 5
件のうち 1 件は滞納したまま帰国した。 
 規則違反 12 件の内訳は、知人・親族を泊める（7 件）、部屋を又貸し（2 件）、不正入居
（1 件）、未入居（1 件）、荷物を残したまま退去（1 件）である。知人・親族を泊めたケー
ス 7 件の中には、長期に渡って二人で入居していたケースが 4 件、繰り返し知人･親族を宿
泊させていたケースが 3 件あった。 
 その他 6 件は、保証人である市民から入居時の支援申し出（1 件）、光熱費支払い方法問
い合わせ（1 件）、部屋の鍵を紛失（1 件）、寝具カバー購入希望（1 件）、荷物が届かない
（1 件）、立ち入り検査への苦情（1 件）である。 
 
国（1 件）、汚したまま退去（1 件）、荷物を置いたまま退去（1 件）、解約時に家主を脅迫
して警察沙汰（1 件）があった。家主・不動産屋とのトラブル 44 件中、明らかに留学生側
に問題があった事案は、家賃滞納の 16 件を含む 23 件であり、家主・不動産屋側に非があ
った事案は 10 件であった。それ以外では、日本語や日本の商習慣がわからないために誤解
が生じたケースが目に付いた。 
 住宅関連情報問い合わせは 27 件で、アパートを探したいが安い物件はないか、探すのを
手伝って欲しいといった内容であり、特に大きな問題はなかった。 
 連帯保証人問題 23 件は、全てが大学に連帯保証人を求めるものであった。宿舎で違反行
為があり強制退去処分になったケースでは、大学は保証人になれないため、保証人会社に
有料で依頼するようにアドバイスした。 
 事件・事故 16 件の内訳は、アパートに不審者が現れる（8 件）、アパート火災で焼け出
された（2 件）、水漏れを起こし下の階の部屋に被害がでた（2 件）、室外機から出火した（1
件）、ビザ更新を怠り不法滞在で強制送還された（1 件）、強盗に入られ現金などを奪われ
た（1 件）、来日時の民泊で危険な目に遭いそうになった（1 件）である。 
 隣人とのトラブル 13 件の内訳は、アパート隣人による騒音被害（10 件）、ルームメイト
との人間関係（2 件）、隣室住人との人間関係（1 件）である。 
 その他の 6 件は、入居日までの数日間住むところがない（1 件）、関東地方へ引っ越して
通学する（1 件）、アパートが古くて寒い（1 件）、隣人の女性（本学留学生）が毎回違う男
性を連れ込むので、同国人として恥ずかしい（1 件）、引っ越すので安い運送屋を紹介して
欲しい（1 件）、建築資材にアスベストが使用されている（1 件）である。 
 
 
     図８ 民間住宅に関わる事案（N=129） 
  
4.5.2 本学の留学生宿舎に関わる事案の特徴 
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     図９ 本学の留学生宿舎に関わる事案（N=128） 
 
4.5.3 その他 
 その他の 7 件に関しては、何ら問題はなかった。公営住宅に関わる 4 件の内訳は、県営
住宅への応募・入居手続き（2 件）、市営住宅の入居手続き（2 件）である。このほかに、
他大学の大学院へ進学予定の日本語研修生から進学先の大学宿舎に関する問い合わせが 3
件あった。 
 
5．考察 
5.1 全般的な考察 
 本稿分析対象期間内における本学の留学生宿舎の入居定員は、2009 年度末までは桑の木
留学生宿舎のみの 132 人であったが、2010 年度に福居留学生宿舎、2011 年度に国際交流会
館の入居が始まったことにより 189 人に増加した。留学生在籍者に占める宿舎定員は当初
3 割台であったが、在籍者数の増加に伴い 2 割台に落ち込んでいた。しかし、2009 年度を
ピークに在籍者数が 5 年連続で減少したため、4 割台にまで上昇した。さらに、2016 年度
には国際学生シェアハウスが竣工し、収容定員が 271 人に増えたため、在籍者数も増加に
転じたものの、2017 年 5 月現在で在籍者の 4 割程度の収容能力がある。 
 1999 年 11 月から 2017 年 3 月にかけて、住居関連の事案が 264 件発生し、275 人の留学
生がこれらの事案に関わった。264 件の事案のうち、129 件が民間住宅に関わる事案、128
件が大学宿舎に関わる事案、7 件がその他（公営住宅、他大学宿舎）に関わる事案であっ
た。年間平均事案数は 15 件、一件に対する平均対応回数は約 3 回であったが、留学生在籍
者数と住宅関連事案数に関係性は見られない。各年 5 月 1 日現在でみると、2000 年度以降
留学生在籍者数は概ね右肩上がりに増加を示し、2009年度をピークにその後 5年間減少し、
環境・設備・備品へ
の苦情, 31
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2015 年度から再び増加に転じた。これに対して住宅関連事案は 2006 年度が最も多く 30 件、
次いで 2003 年度が 23 件と多かったが、2007 年度以降はほぼ横ばい状態である。これに対
して、年度当たりの延べ対応回数でみると、2006 年度が 91 回で事案数と共に最も多いが、
次いで多いのは深刻な事例が発生した 2012 年度の 81 回、2002 年の 65 回、2016 年度の 63
回である。 
275 人の留学生の特徴は、性別では男性が 52％を占め、やや多く、平均年齢は 27 歳で
ある。専攻分野別では、在籍者の半数を占める理系が 43％、3 分の 1 を占める文系が 42％
であり、在籍比率を考慮すると、理系がやや少なく、文系がやや多いという印象を受ける。
在籍身分別では、大学院正規生が 35％を占め、最も多い。在籍割合の小さい日本語研修生
が 18％を占め、2 番目に多い点が特徴的である。日本語研修生が多い理由は、センターに
在籍することから留学生相談室の利用頻度が自ずと高いためである（５）。 
経費身分別では、在籍割合が概ね2割台である国費留学生が44％を占めているが、これは在
は在籍身分が日本語研修生である者が多いことにも関係する。出身国は50か国に及び、中国が
国が圧倒的に多く110人であるが、その在籍比率が６割弱であることを考慮すると、110人は少
ないと言える。
 第一報の送り手は、留学生本人が 5 割強で最も多く、次いで留学生宿舎担当者を含むグ
ローバル・パートナーズ事務職員が 3 割弱であった。留学生と面談を実施した 181 件（181
人）で使用した言語は、日本語が 5 割、英語が 4 割強、中国語が 1 割弱であり、日本語で
コミュニケーションを取れない留学生が半数を占めていた事実が判明した。 
 
5.2 民間住宅に関わる事案の考察 
 民間住宅に関わる事案 129 件のうち、家主・不動産屋とのトラブル 44 件、事件・事故
16 件、隣人とのトラブル 13 件の合計 73 件が重い事案であり、住宅関連情報問い合わせ 27
件、連帯保証人問題 23 件、その他 6 件の合計 56 件が比較的軽い事案であった。 
 家主・不動産屋とのトラブルの中には家賃不払いが 16 件存在し、その中には不払いのま
ま行方不明になったり、帰国したりした者もいる。また、賃貸借契約を更新せずに居座る
者、荷物やゴミを置いたまま退去する者、契約したのに入居しない者、荷物を搬入直後に
さらに安い物件が見つかり、契約を解除したいので敷金・礼金など全額返金を求めた者も
おり、留学生側に問題があると判断された事案は 23 件に上る。アパート内で他の住人とト
ラブルを起こし、家主から退去を求められ、家主を威嚇して警察沙汰になったケースでは、
宿舎担当事務職員及びその上司と協議の上、当該留学生に謝罪文を書かせた。 
 他方、明らかに家主・不動産屋側に問題のある事案が 10 件発生した。口頭では敷金不要
と説明を受け、契約書にサインしたら敷金を要求されたケースでは、岡山県宅建協会によ
る住宅トラブル無料相談に助けを求め、同協会が不動産屋に敷金の返還と契約解除を要請
し、一件落着した。また、帰国 2 か月前に不動産屋へ退去を通知し、契約書に基づいて敷
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い、と留学生相談室へ泣きついてきたケースでは、当該不動産屋に対して筆者が宅建協会
へ訴えると告げたところ、数日後に敷金 2 か月分相当の金額が留学生の銀行口座に振り込
まれた。敷金の返金を渋り、原状回復費の名目で返金しないケース、敷金を上回る原状回
復費を要求する不動産屋も存在するため、退去時のトラブルは絶えない。また、一人暮ら
しで高齢の家主が不在（長期入院、その後逝去）で解約手続きができず、敷金の返還がな
いまま退居し、家庭裁判所が介在して相続人に精算してもらったケースもある。 
 事件・事故 16 件のうち、アパートへ不審者の出没が 8 件あり、そのうちの 3 件は緊急避
難が必要と判断し、訴えのあった日に留学生宿舎の空き部屋へ入居させた。他の 2 件は、
筆者と宿舎担当事務職員が別々に事情聴取を行った結果、共に緊急性がないと判断し、警
察へパトロール強化を依頼し、防犯ブザーを携帯するように勧め、そのうちの 1 件では深
夜のアルバイトを控えて早めに帰宅するように忠告した。別の 2 件では、身の危険を感じ
るので即刻アパートから引っ越ししたいとの強い要望があった。しかし、宿舎に空きがな
く、大学生協へ連れて行き、家賃がほぼ同額で居住環境が優れている物件を複数紹介した
が、結局、引っ越しをしなかった。この 2 件は、不審者の出没を口実にして留学生宿舎へ
入居したかっただけではないか、と推察された。残りの 1 件は、夫婦で入居していたため、
岡大 OB が経営する不動産屋を通じて家族用の物件を探したが、留学生が入居可能な家族用
物件が払底しており、引っ越しできなかった。 
生協専務理事によると、2003 年現在で生協取り扱い不動産物件 1,326 件のうち、留学生
可はわずか 20 件、条件付き可が 178 件であった（2003 年 2 月 12 日談）。条件付きは「日
本語ができること」というものである。現在は当時に比べると状況は改善されており、単
身者用物件はほぼ十分に提供されているが、家族用物件は依然として少ない。岡山県宅建
協会事務局によると、同協会は 2014 年度に「住宅困難者（高齢者・身障者・外国人）」の
ための研究部会を立ち上げたところであり、先ず高齢者のための対応策を検討していると
ころで、外国人の要望にも対応できるように努力する準備はできている（2015 年 12 月 15
日談）、とのことであった。 
事件・事故 16 件のうち、不審者出没 8 件を除いた 8 件は、アパート火災・水漏れ 5 件
などであったが、特筆すべきは「民泊」事案である。近年、規制緩和による「民泊」問題
が時折マスコミに登場することがある。本学女子留学生が来日時に民泊を利用したところ、
男性が一人住まいの建物の一室であったため、身の危険を感じて急遽ホテルに避難すると
いう事案が発生した。このため、留学生相談室は、入学予定の留学生に対して来日時の宿
泊場所に関する注意喚起の周知を宿舎担当事務職員に要望した。また、室内に強盗が押し
入り、金品を奪われる事件が発生したが、詳細は不明である。 
 隣人とのトラブル 13 件のうち 10 件は騒音トラブルである。日本のアパートは壁や床が
薄いため、隣人との騒音トラブルが発生しやすい。ただし、10 件のうち 1 件は精神的な変
金 3 か月分のうちの 2 か月分の返金を求めたが、帰国 10 日前になっても返金してもらえな
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 5.3 本学宿舎に関わる事案の考察 
 設備・備品への苦情 31 件のうち、室内が汚い（7 件）、室内の備品が壊れている（2 件）、
室内に大量のゴキブリがいる（2 件）の合計 11 件の苦情は、いずれも入居時点での居室内
の問題である。入居者が退居する際に管理人が立ち会い、清掃済みであることを確認する
ことになっていたが、平日早朝・夜・休日に退居する者が多く、平日の昼間のみの勤務で
ある管理人が立ち会うことができなかったことが原因である。事実、筆者の一人である岡
は 1990 年代に経済学部で交換留学生の指導教員であったが、留学生課から留学生が室内を
清掃せずに帰国したとの連絡を受け、室内の清掃に出向いたことがある。当時の留学生課
（宿舎担当職員及び管理人）は、退居後の室内の汚れの責任は指導教員にあるとの考えで
あった。その後、センターに着任した筆者が退居後の清掃の徹底を再三要望した結果、そ
れまで 9 月末日、3 月末日であった退居期限を 5 日程度前倒しして清掃期間に充当するこ
とになり、2006 年度には清掃業者を入れることができた。このため、上記 11 件の苦情は
全て 2005年度までに発生した事案であり、2006年度以降はこうした問題は生じていない。
また、室内でインターネットを使用したい（8 件）という要望は、2012 年度の耐震構造へ
の改修工事を機に、インターネット利用環境が整備されたことにより解決した。 
 人間関係トラブル 23 件の内訳は、騒音トラブルが 16 件で最も多い。特に、桑の木留学
生宿舎で学部レベルの交換留学生が夜中まで騒いだため、大学院生や大学院受験を控えた
研究生或いは隣接する日本人女子学生寮から苦情が寄せられたケースが多い。また、桑の
木留学生宿舎北棟はトイレと台所が共用であったため、入居者或いは入居者以外の中国人
留学生が共同炊事室で騒いだことで 5 件の苦情が出た。さらに、中国人留学生が共同炊事
室を長時間占拠し、他の入居者が食事の準備ができない状況を招いたり、共同炊事室のシ
ンクで下着を洗濯したりしたため、留学生相談室へ苦情が持ち込まれた。入居者以外の中
国人留学生が共同炊事室に常時多数たむろしていた理由は、電気・ガス･水道料金が入居者
の頭割りで賄われており、部外者は光熱水道料金を支払うことなく調理ができたためであ
った。同じ理由で、部外者の中国人留学生が宿舎の洗濯機を利用するため、入居者が洗濯
できない事態も発生していた。こうした苦情に対処するため、筆者は留学生宿舎担当事務
職員と協議し、2003 年 1 月に共同炊事室のガスをコイン式（有料）に変更し、洗濯機も同
様にコイン式（有料）としたところ、部外者の利用がなくなった。従って、上述した桑の
木留学生宿舎北棟のトラブルは全て 2002 年度までに発生した事案である。桑の木留学生宿
舎北棟は 2012 年度の改修工事に伴い、全居室にトイレと台所が完備された。なお、騒音ト
ラブル 16 件中 2 件は福居留学生宿舎近隣住民からの苦情であった。 
 事件・事故 23 件のうち、不審者のつきまといは 5 件発生し、カルト系宗教団体の信者に
調を来して幻聴に見舞われた結果であった。 
よる同団体主催行事への参加を勧誘するケース、留学生支援者を装って女子留学生に近づ
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ては、岡（2016）を参照願いたい。桑の木留学生宿舎では器物損壊事件も 5 件発生した。
深夜に酔っ払って玄関ドアガラスを割ったケースが 3 件、同じく深夜に酔っ払って防犯カ
メラを引きちぎって投げ捨てたケースが 1 件、酔っ払って消化器を蹴飛ばし、非常ベルで
消防車やパトカーが駆けつけたケースが 1 件あったが、そのうちの 4 件は交換留学生が引
き起こした事案である。火災は 4 件発生し、幸い全て小火で収まったが、室内でロウソク
に点火したまま外泊し、天井まで焦がしたケースも含まれる。盗難被害が 3 件あり、その
うちの 1 件は内装業者が室内工事のため廊下へ出した物品が盗まれたケースで、内装業者
が弁償した。また、男女が裸でベランダに出ており、風紀上問題がある、と日本人女子学
生寮から苦情があり、当該留学生に厳重注意が与えられた。宿舎に備え付けの新品の冷蔵
庫を売り払い、古い冷蔵庫に換えてしまった留学生がいたが、入居した時から古い冷蔵庫
であったと言い張り、売り払ったことを認めなかった。また、桑の木留学生宿舎ロビーで
女子学生が他の入居者からセクハラ被害に遭った事件が１件発生し、筆者は被害者の意向
を踏まえて対応した。自殺未遂 2 件は救急車で病院へ搬送され、大事には至らなかった。 
 その他 6 件のうち、1 件は規則違反が疑われた学生の居室へ宿舎担当事務職員が立ち入
り検査を実施したことに対して、恐怖感を覚えたとする当該留学生が指導教員及び学生相
談室を介して留学生相談室へ苦情を申し立てたケースである。筆者は宿舎担当事務職員と
協議の上、今後の立ち入り検査実施に際しては、①職員証を持参し呈示する、②女性職員
1 名を含む 2 名以上で実施する、③居室ドアをノックした際に名前を名乗る、④カメラは
カバンに入れておき、写真を撮るときは了解を得る、⑤プライバシー保護に留意する、と
いった 5 点に配慮することを申し合わせ、当該指導教員と学生相談室長にその旨を回答し
た。 
 
5.4 今後の課題 
 本学の 4 つの留学生宿舎は、留学生のみ入居から留学生と日本人学生の混住までの 4 タ
イプの入居形態が存在し，各々に特徴的な問題が見受けられる。 
 2012 年度末を以て桑の木留学生宿舎北棟の改修工事が完了したことにより、設備面に関
する入居者の不満は原則的に解消された。また、2014 年 10 月に桑の木宿舎北棟・南棟の
各フロアに 1 人ずつ、合計 8 人の日本人学生がレジデントアシスタント（RA）として配置
され、2016年 4月には留学生と日本人学生が混住する国際学生シェアハウスが設置された。
RA の配置とシェアハウスの新設は、RA の選考・RA への指導・問題発生時の連絡体制、シ
ェアハウスにおけるユニットリーダー或いはフロアリーダーとしての日本人学生への指導、
ユニット内の人間関係といった新たな課題をもたらしている。 
近藤・田中（2013）、正宗（2015）吉田（2015）、内海（2015）、志村（2015）、友岡（2016）、
くケース、付きまとって結婚を迫るケースなどが見られた。こうしたケースの詳細に関し
山川（2016）などの先行研究が留学生宿舎を教育資源として捉えている点を踏まえ、学内
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くかが今後の課題である。この点については稿を改め、別に論じたい。 
 
６．結び 
 桑の木留学生宿舎に不審者が頻繁に出入りしたため、筆者は留学生課に対して、管理人
の 24 時間常駐態勢の実現或いは日本人学生配置による緊急時の初期対応の実現を提案し
てきた。2001 年秋には日本人学生の入居に関して宿舎担当事務職員の同意が得られ、同職
員が要望書を提出したが、入居規則の改正がネックとなり、実現しなかった。また、住み
込みの管理人夫婦を配置して欲しいという筆者の要望に対して、同年秋には当時のセンタ
ー長から前向きに検討したいとの回答があったが、2002 年度に警備員が外部委託されたこ
とに伴い、警備員の一人が宿舎管理人に配置換えされたため、実現不可能となった。2004
年度にはセコムのセキュリティシステムが導入され、一応の安全対策が講じられたが、十
分な態勢とは言えなかった。 
過去には、路上で棒を振り回していた精神異常者が警察官に追われて宿舎内に逃げ込ん
だり、盗難車を運転していた不審者が宿舎内に入り込んだりしたこともある。また、大麻
の販売人、いかがわしい女性、カルト系宗教団体の信者、ホームレス、変質者、自称留学
生支援者などが出入りした時期もあり、宿舎の安全確保・危機管理は非常に重要である。 
グローバル化進展の追い風もあり、2014年4月に国際センターへ着任した宇塚のイニシ
アティブのもと、2014 年 10 月には桑の木宿舎に合計 8 人の日本人学生をレジデントアシ
スタントとして入居させることが実現し、彼らが緊急時の初期対応に当たってくれること
になった。また、2016 年度には管理人業務が警備会社に外部委託され、危機管理態勢が強
化された。 
 学内外の留学生の居住環境は刻々と変化しているが、本稿で明らかにした様々な事実や
問題点が今後の留学生の住居問題を考える上で些かなりとも役立つことを願ってやまない。 
 
注 
(1)PFI（＝Private Finance Initiative）は、民間が事業主体としてその資金やノウハウ
を活用して公共事業を行う方式であり、近藤・田中（2013）によると、文部科学省中央
教育審議会が 2003 年に留学生宿舎の整備及び維持管理に当たって PFI を活用すること
も有効である、と提案している。 
(2)EPOK（＝Exchange  Program Okayama）学生は、大学間交流協定に基づく交換留学生で
ある。  
(3)グローバル・パートナーズには、その前身である留学生課、留学生センター、国際課、
国際センターを含む。 
及び地域社会の国際化促進のために、本学の留学生宿舎をどのように運営し、活用してい
(4)日本語教員は、2009 年度末までは留学生センター・国際センターに所属していたが、 
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(5)特に 2000 年代前半は日本語研修生の利用頻度が顕著に高かく、岡（2004）によると、6
か月間で 1 人平均 9 回留学生相談室を訪れた（p.69）。 
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